
令和５年３月９日成田市規則第１号 

 

成田市一時預かり事業利用者補助金交付規則 

 

（目的） 

第１条 この規則は，保育所等における一時預かり事業を利用する児童の保護

者に対し，予算の範囲内において一時預かり事業利用者補助金（以下「補助

金」という。）を交付することにより，保護者の経済的負担の軽減を図り，

もって児童の福祉の増進に資することを目的とする。 

（用語の意義） 

第２条 この規則において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各

号に定めるところによる。 

(1) 保育所等 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以下「支

援法」という。）第２７条第１項に規定する特定教育・保育施設及び支援

法第２９条第３項第１号に規定する特定地域型保育事業所（国家戦略特別

区域法（平成２５年法律第１０７号）第１２条の４第４項の規定により読

み替えて適用する支援法第４５条第２項に規定する国家戦略特別区域特定

小規模保育事業所を含む。）をいう。 

(2) 一時預かり事業 「一時預かり事業の実施について（平成２７年７月 

１７日２７文科初第２３８号・雇児発０７１７第１１号文部科学省初等中

等教育局長及び厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）」別紙「一時預

かり事業実施要綱」４実施方法に規定する（１）一般型，（４）余裕活用

型，（５）居宅訪問型及び（６）地域密着Ⅱ型として実施する事業をいう。

ただし，緊急一時預かり事業（「待機児童解消に向けて緊急的に対応する

施策について」の対応方針について（平成２８年４月７日付け雇児発  

０４０７第２号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）に基づく一時預

かり事業をいう。）を除く。 

(3) 児童 本市に居住し，かつ，本市の住民基本台帳に記録されている児童

福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という。）第４条第１項

第１号に規定する乳児及び同項第２号に規定する幼児（本市に居住してい

る場合で，やむを得ない理由により本市の住民基本台帳に記録されること

が困難であると市長が認めるときにおける当該住民基本台帳に記録されて

いない当該乳児及び当該幼児を含む。）をいう。 

(4) 保護者 本市に居住し，かつ，本市の住民基本台帳に記録されている法

第６条に規定する保護者（本市に居住している場合で，やむを得ない理由

により本市の住民基本台帳に記録されることが困難であると市長が認める

ときにおける当該住民基本台帳に記録されていない当該保護者を含む。）



をいう。 

(5) 非定型的保育サービス 保護者の就労形態等により，断続的に家庭にお

ける保育が困難となる児童に対して行う保育サービスをいう。 

(6) 緊急保育サービス 保護者の傷病，入院，災害，事故，出産その他の社

会的にやむを得ない事由により，緊急又は一時的に家庭における保育が困

難となる児童に対して行う保育サービスをいう。 

(7) 私的理由による保育サービス 保護者の育児に伴う心理的負担又は肉体

的負担を解消するため等の事由により，一時的に保育が必要となる児童に

対して行う保育サービス（前２号に掲げるものを除く。）をいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付を受けることができる者（以下「補助対象者」という。）

は，保育所等において一時預かり事業を利用した児童の保護者であって，次

の各号のいずれかに該当するものとする。 

(1) 一時預かり事業を利用した日において生活保護法（昭和２５年法律第 

１４４号）第６条第１項に規定する被保護者 

(2) 当該年度（４月から８月までの間にあっては，前年度）において，保護

者及び当該保護者と同一の世帯に属する者が地方税法（昭和２５年法律第  

２２６号）の規定による市町村民税を課されない者（前号に掲げる者を除

く。） 

(3) 当該年度（４月から８月までの間にあっては，前年度）において，保護

者及び当該保護者と同一の世帯に属する者について地方税法の規定による

市町村民税の同法第２９２条第１項第２号に掲げる所得割の額を合算した

額が７７，１０１円未満である者（前各号に掲げる者を除く。） 

(4) 法第２５条の２第１項に規定する要保護児童対策地域協議会に登録され

た法第６条の３第５項に規定する要支援児童又は同条第８項に規定する要

保護児童のいる世帯その他市長が特に支援が必要と認めた世帯のうち，市

長がその児童及び保護者の心身の状況及び養育環境等を踏まえ，一時預か

り事業の利用を促した者であって，一時預かり事業に係る保護者の負担を

軽減することが適当であると認められるもの（前各号に掲げる者を除く。） 

（補助対象経費等） 

第４条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は，

補助対象者が一時預かり事業の利用に伴い保育所等に支払ったものとする。

ただし，支援法第３０条の１１第２項の規定による施設等利用費（以下「施

設等利用費」という。）の支給を受けることができる場合にあっては，補助

対象経費から当該施設等利用費を差し引いた額とする。 

２ 補助金の額は，一時預かり事業を利用した日につき，次の各号に掲げる区

分に応じ，当該各号に定める額と補助対象経費日額のいずれか低い額を算出



し，それぞれを合計した額とする。 

(1) 前条第１号に該当する者 児童１人当たり日額３，０００円 

(2) 前条第２号に該当する者 児童１人当たり日額２，４００円 

(3) 前条第３号に該当する者 児童１人当たり日額２，１００円 

(4) 前条第４号に該当する者 児童１人当たり日額１，５００円 

３ 前項の補助対象経費日額は，補助対象経費の月額から当該補助対象経費の

月額に係る施設等利用費を差し引いた額を当該月の一時預かり事業を利用し

た日数で除して得た額（１円未満の端数があるときは，その端数を切り捨て

た額）とする。 

４ 補助金の交付の対象となる日数は，次の各号に掲げる区分に応じ，当該各

号に定める日数を限度とする。 

(1) 非定型的保育サービス １週間当たり３日，かつ，１月当たり１４日 

(2) 緊急保育サービス １回の利用当たり１４日 

(3) 私的理由による保育サービス １週間当たり１日，かつ，１月当たり４

日 

（交付の申請等） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者は，一時預かり事業利用者補助金交

付申請書（別記第１号様式）に次に掲げる書類を添えて，市長に申請しなけ

ればならない。ただし，市長は，公簿等により確認することができるときは，

第２号及び第３号に掲げる書類を省略させることができる。 

(1) 保育所等に利用料を支払ったことを証する書類 

(2) 第３条各号に掲げる要件を満たすことを確認できる書類 

(3) 児童の属する世帯全員の住民票の写し 

(4) 前各号に掲げるもののほか，市長が必要と認める書類 

２ 前項本文の規定による申請は，次の各号に掲げる区分に応じ，当該各号に

定める期間にしなければならない。ただし，市長が特別の事由があると認め

る場合は，この限りでない。 

(1) ４月から６月までの利用分 ６月１５日から同月３０日まで 

(2) ７月から９月までの利用分 ９月１５日から同月３０日まで 

(3) １０月から１２月までの利用分 １２月１５日から同月２８日まで 

(4) １月から３月までの利用分 ３月１５日から同月３１日まで 

３ 第１項本文の規定による申請をもって，当該申請に係る実績の報告があっ

たものとみなす。 

（交付の決定等） 

第６条 市長は，前条第１項本文の規定による申請があったときは，その内容

を審査し，補助金の交付の可否を決定し，一時預かり事業利用者補助金交付

決定・却下通知書（別記第２号様式）により当該申請をした者に通知するも



のとする。 

２ 前項の規定による通知をもって，当該申請に係る確定の通知を行ったもの

とみなす。 

（交付の請求） 

第７条 前条第１項の規定による通知を受けた者は，補助金の交付を受けよう

とするときは，一時預かり事業利用者補助金交付請求書（別記第３号様式）

により市長に請求しなければならない。 

（交付決定の取消し） 

第８条 市長は，偽りその他不正な手段により補助金の交付の決定を受けた者

があるときは，補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

２ 市長は，前項の規定による取消しをしたときは，当該取消しを受けた者に

通知するものとする。 

（返還） 

第９条 市長は，前条第１項の規定による取消しをした場合において，当該取

消しに係る部分に関し既に補助金が交付されているときは，その返還を命ず

るものとする。 

（委任） 

第１０条 この規則に定めるもののほか必要な事項は，市長が別に定める。 

 

   附 則 

この規則は，令和５年４月１日から施行し，同日以後の一時預かり事業の利

用について適用する。 

 

 

［別記様式 略］ 


